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建設工事の引渡し後における契約不適合の修補の措置要領について

（通知）

標記について、別紙のとおり定め、令和２年４月１日から適用することとしたの

で通知する。

なお、建設工事の引渡し後における瑕疵修補の措置要領について（防整技第７１

８３号。２８．３．３１）は、令和２年３月３１日限りで廃止する。ただし、令和

２年３月３１日までに契約を締結したものについては、なお従前の例による。
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別紙

建設工事の引渡し後における契約不適合の修補の措置要領

（適用）

第１ 自衛隊施設の建設工事の引渡し後における契約不適合の修補の措置につ

いては、防衛省における自衛隊の施設の取得等に関する訓令（平成１９年防

衛省訓令第６６号。以下「取得等訓令」という。）及び工事の実施細目につ

いて（防整技第７１６７号。２８．３．３１。以下「工事実施細目」とい

う。）の定めるところによるほか、本要領によるものとする。

(用語の定義)

第２ 本要領における、「地方防衛局長等」及び「取得等要求機関の長」とは、

取得等訓令第４条第６号及び第７号に規定する地方防衛局長等及び取得等要

求機関の長をいう。

（事前調整）

第３ 地方防衛局長等は、直轄工事について供用事務担当官から、工事実施細

目別紙の第１３第１項に規定する不具合に関する連絡を受けた場合は、速や

かに次の各号に掲げる事項について調整等を行うものとする。

⑴ 不具合の現状把握（発生時期、場所、規模等）

⑵ 部隊運用等への影響把握

⑶ 不具合の発生要因

⑷ 建設工事請負契約書に定められた契約不適合の修補等請求の適否

⑸ その他必要な事項

（調査等）

第４ 地方防衛局長等は、取得等要求機関の長から取得等訓令第３１条第１項

に規定する通知がなされた場合は、整備計画局長に報告するとともに、必要

に応じ、整備計画局長の技術的協力を得て、速やかに、次の各号に掲げる事

項について技術的な調査を行うものとする。

⑴ 不具合の発生原因

⑵ 建設工事請負契約書に定められた契約不適合の修補の請求の適否及びそ

の事由

⑶ 修補方法の提案、修補に要する期間及び修補に要する経費の見積

⑷ その他必要な事項

２ 整備計画局長は、地方防衛局長等から技術的協力を求められた場合は、前

項の調査について協力を行うものとする。



（契約不適合の修補の要否の通知等）

第５ 地方防衛局長等は、第４第１項による調査の結果について、取得等訓令

第３１条第２項の規定により、取得等要求機関の長と調整するとともに整備

計画局長に報告するものとする。

２ 地方防衛局長等は、契約不適合の修補の請求を行うことが適当と認められ

る場合にあっては、契約不適合の修補の内容（範囲、方法及び期間等）につ

いて、取得等要求機関の長に通知するとともに整備計画局長に報告するもの

とする。

３ 地方防衛局長等は、契約不適合の修補の請求を行わないことが適当と認め

られる場合にあっても、取得等要求機関の長にその旨を通知するとともに整

備計画局長に報告するものとする。

また、施設の不備を是正するための措置について、取得等要求機関の長に

対し技術的協力を行うものとする。

（契約不適合の修補の実施）

第６ 地方防衛局長等は、第５第２項の規定による通知内容に従い、速やかに

契約不適合の修補に係る措置を実施し、契約不適合の修補が完了した場合に

は、取得等要求機関の長に通知するとともに整備計画局長に報告するものと

する。


